立法政策論（2006年度春学期）
担当：柳瀬　昇
第1回　立法政策論を学ぶ意義

1. オリエンテーション

· 講義の進め方

原則として、立法政策論の諸問題を講義形式で講述する。

また、具体的な政策分野について、受講者が、1人以上の3人以下のワーキンググループを作り、授業時間外に調査し、その成果の発表を求める（いわゆるグループワーク）。学期中間と学期末に2回行う（発表は任意であるが、調査とその成果の報告は受講者全員に求められる）。

· 課題レポートの提出
毎回、課題を提示し、その提出を求める（単に課題提出を求めるだけでなく、次週の冒頭に受講者の意見に基づき討議を行うこともあるので、課題を提出する際には必ず手もとに控えをとっておく）。なお、単位の認定を受けるためには、少なくとも5回の課題レポートの提出が求められる。
· 成績評価の方法

成績評価については、授業への出席、課題の提出及び討議への参加の状況、グループワークの発表内容並びに最終レポートの内容に基づき、総合的に行う（学期末試験は実施しない）。まじめに授業に取り組む学生に対しては、よい評点を与えることを約束するが、受講態度が良好でない者には、相応の評点を付与する。成績評価に対する事後の異議申立ては、進級や卒業を理由とする場合も含め、一切受け付けない。
· 参考文献

教科書は使用しない。必要に応じて、レジュメ及び参考資料を配布する。
この講義に関する参考文献として、以下のものを挙げる。

· 芦部信喜＝編『岩波講座現代法3　現代の立法』（岩波書店、1965年）

· 林修三『法令作成の常識（第2版）』（日本評論社、1975年）

· 前田正道＝編『ワークブック法制執務〈全訂〉』（ぎょうせい、1983年）

· 小林直樹『立法学研究』（三省堂、1984年）

· 岩井奉信『立法過程』（東京大学出版会、1988年）

· 山田晟『立法学序説』（有斐閣、1994年）

· 阿部泰隆『政策法学の基本指針』（1996年、弘文堂）

· 石村健『議員立法』（信山社、1997年）　

· 中村睦男・前田英昭＝編『立法過程の研究』（信山社、1997年）

· 原田一明『議会制度』（信山社、1997年）

· 田丸大『法案作成と省庁官僚制』（信山社、2000年）

· 平井宜雄『法政策学（第2版）』（有斐閣、2000年）

· 大石眞『議会法』（有斐閣、2001年）

· 大山礼子『国会学入門（第2版）』（三省堂、2003年）
· 向大野新治『衆議院』（東信堂、2002年）

· 読売新聞政治部『法律はこうして生まれた』（中央公論新社、2003年）

· 浅野一郎・河野久＝編著『新・国会事典』（有斐閣、2003年）

· 浅野一郎・浅野善治＝監修『立法政策の企画と立案』（東京リーガルマインド、2003年）

· 中島誠『立法学』（法律文化社、2004年）

· 大島稔彦＝編著『法令起案マニュアル』（ぎょうせい、2004年）

· 幸田雅治・安念潤司・生沼裕『政策法務の基礎知識』（第一法規、2004年）

· 田島信威『法令入門（第2版）』（法学書院、2005年）

· 大島稔彦＝監修『法制執務の基礎知識』（第一法規、2005年）
· 「特集　日本の立法」ジュリスト805号（1984年）

· 「特集　立法の過程」法学教室173号（1995年）

· 川﨑政司「立法の常識（1）～（79・完）」国会月報1996年1月号～2003年3月号（1996年～2003年）
· 立法学研究会（橘幸信）「What’s　立法学（1）～（13・完）」時の法令1646号～1680号（2001年～2002年）
2. 政策学と立法政策論

· 政策学という観点からは、これまで、政策の立法化という段階に対しては、あまり関心が払われることはなかった。
· 法治国家であるわが国において、公共政策は、法令の形で実現されるのが原則である（法律による行政の原理）。組織を作り、制度を作り、政策を作るためには、たいていは法令が必要である。
· 立法政策論は、固有の政策領域をもたないが、その反面、およそ立法化を要請されるすべての公共政策において、必ず検討されるものである。

· 公共政策を考えるにあたっては、憲法適合性、法的適格性、法的整合性及び政策的妥当性という4つの要素を考慮する必要がある。つまり、公共政策は自由ではない。
3. 法律学と立法政策論――法解釈学と立法学

· 法学の世界は、基礎法学（法哲学・法理学、法史学・法制史、比較法、外国法、法社会学）、法解釈学（憲法解釈学、実定法解釈学（民法学、刑法学、商法学、民事訴訟法学、刑事訴訟法学、……））、立法学に大別できる。
· 法律学の中心は、すでに存在する法を所与のものとして、その解釈を展開する法解釈学であり、立法についての体系的な研究はほとんど行われてこなかった。立法学のうち、立法政策論としては、例外的に刑事政策学のみが発展している（刑法学、刑事訴訟法学、犯罪学との関係性）。

· SFCにおける立法学関連の講座としては、立法過程論（総合政策学部）、立法政策論（大学院政策・メディア研究科）、立法技術論（大学院政策・メディア研究科）が設けられている。

4. 立法学のなかの立法政策論

· 立法学をめぐる議論

末弘厳太郎「立法学に関する多少の考察」（1946年）

　　刀匠の経験と熟練と勘　実用法学としての立法学

小林直樹『立法学研究』（1984年）

　　立法政策論、立法技術論、立法制度論、立法過程論

山田晟『立法学序説』（1994年）

　　立法機関論、立法政策論、立法過程論、法令の書き方及び発表方法

中島誠『立法学』（2004年）

　　立法過程論、立法政策論、立法技術論

· 立法政策論の射程
公共政策をめぐる現状の分析から、問題の発見、対策の検討、制度の設計までに至る一連の過程の法学的見地からの検討を通じて、実現可能な政策をデザインする構想力を涵養する。法文化までは求めないが、法案の骨子までは作成できるようにする。
立法政策論　第1回課題
1. 自分が関心をもち研究したいと考えている具体的な政策分野を1つ又は複数挙げよ（例えば、公的年金制度の基本設計、脳死と臓器移植、少年犯罪に対する処遇、環境税制など）。
2. これまでに受講した法律学関係科目の名称と担当者名をすべて挙げよ。
3. 末弘厳太郎「立法学に関する多少の考察」法学協会雑誌64巻1号及び平井宜雄『法政策学（第2版）』1～5頁の内容などを踏まえたうえで、法律学や立法政策論のあり方などについて自由に論ぜよ。
1～3を合わせて、A4で1～2枚程度でまとめ、次週の授業時間（授業時間終了後ではなく、授業時間開始の冒頭）に提出する。

提出物に関する注意事項
· 用紙サイズは、必ずA4とする（B5やA3は認めない）。

· 用紙の上下左右は、30mm以上の余白をとる（ページ数以外は、余白に記入しない）。フォントサイズや行間隔などは、特に指定しないが、読みやすいように工夫されたい。
· 氏名、学籍及びメールアドレス（または、ログイン名）を必ず記入する。
· 2枚以上の場合は、必ずステープラーやダブルクリップなどで留める（紙の耳をまとめて折ることは、認めない）。

· 原則として、授業時間の冒頭に集める。

· 提出物をもとに討議を行うことがある。コピーを自分の手もとに置いておく。

· 原則として、返却しない。

立法政策論　第1回課題提出用紙
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